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　　　　　　　　　　　　　戦争は，国民生活

に窮
きゅう
乏
ぼう
をもたらしただけでなく，さまざまな変

化を強いた。軍需工場では生産の能率をあげる

ため，時間を厳守して，人間さえも機械のごと

く，正確にかつ同じようにはたらくことが求め

られ，団体行動が徹底された。

　衣服では国民服やもんぺが，食事では日の丸

弁当が奨
しょう
励
れい
されるなど，日常の生活でも節約と

合理性が重視され，画
かく
一
いつ
化
か
がはかられた。1939

（昭和14）年からは毎月1日を興
こう
亜
あ
奉
ほう
公
こう
日
び
として，

国民全員が同じ時間に国旗掲
けい
揚
よう
・宮

きゅう
城
じょう
遙
よう
拝
はい
を

行った。

　また，市町村よりも細かい単位で，都市では

町内会，農村では部落会が置かれ，さらにその

下に5～10戸単位の隣
となり
組
ぐみ
が設けられた。これら

は，政府の命令を周知徹底させるための上
じょう
意
い
下
か

達
たつ
機関であった。

　このように，上からもたらされた画一化と組

織化は，戦後の社会形成にも，大きな影響をお

よぼすことになる。

戦争と国民生活の画一化

r学徒出陣の壮
そう

行
こう

会
かい

（1943.10　東京・明治神
じん

宮
ぐう

外
がい

苑
えん

競技場）

q勤労動員された女子学生（1944.2）

1徴用令の実
じっ

施
し

に先立つ
1942年以来，集団的に連れ
てこられた朝鮮人は約70万
人といわれる。また，慰

い

安
あん

婦
ふ

として戦地に送られた植民地
や占領地の女性も少なくなか
った。

国民生活の
窮迫

戦
せん

況
きょう

が不利になると，南

方占領地域からの資材輸

送が困難となった。そのため，鉄や石炭・ア

ルミニウムなど基礎資材の不足に苦しむ日本

は，軍
ぐん

需
じゅ

生産の強化のために，民
みん

需
じゅ

産業の設備を壊して金属を回収し，

船
せん

舶
ぱく

・飛行機・兵器などの生産にあてるようになった。

　国内では戦争遂
すい

行
こう

のために，国をあげての大量の徴
ちょう

兵
へい

と労働力の動

員が行われた。1943（昭和18）年末には学生の徴兵延期が停止され（学
がく

徒
と

出
しゅつ

陣
じん

），徴兵年齢も1年ひきさげられた。中等学校・高等女学校以上

の生徒には勤労動員が命じられ，未婚の女性も女子挺
てい

身
しん

隊
たい

に組織され

て，それぞれ軍需工場に配置された。食料生産は労働力不足のためい

よいよ減少し，生きるための最低の栄養も下まわるようになった。

　兵力や労働力の不足をおぎなうため，1943年には朝鮮に，1945年に

は台湾にも徴兵制が実
じっ

施
し

された。また，国民徴
ちょう

用
よう

令によって朝鮮や台

湾から，さらに中国の占領地からも，多くの人々が労働力として日本

に連行された
1

。これらの人々は日本の軍需工場や鉱山などで，過
か

酷
こく

な

労働条件のもとにはたらかされ，厳しい生活のなかで多数の死者を出

した。

　そうした一方で，政府は言論を厳しく統制し，戦況の不利を国民に

知らせることなく，日本精神の発
はつ

揚
よう

を強調して，国民の戦意をかき立

てた。
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を強調して，国民の戦意をかき立

てた。
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　　　　　　　　　　　　太平洋戦争がおわっ

て半世紀以上を経た今日もなお，アジア・太平

洋地域から日本の戦争責任，戦後責任が問われ

ている。日本政府に謝罪と補
ほ
償
しょう
が求められてい

るのは，慰
い
安
あん
婦
ふ
，強制的な動員や連行，ローム

シャ，韓国・朝鮮人と台湾人の元日本兵，イン

ドネシア人兵
へい
補
ほ
，軍

ぐん
票
ぴょう
などの問題である。これ

に対し政府は，国家補償については，サンフラ

ンシスコ平和条約や各国と個別に結んだ2国間
協定で解決済みとの立場を一

いっ
貫
かん
して主張し，個

人への新たな補償を拒否してきた。

　慰安婦問題では，1995（平成7）年に「女性のた
めのアジア平和国民基金（アジア女性基金）」が

発
ほっ
足
そく
し，償

つぐな
い事業が実

じっ
施
し
された（2007年解散）。

その一方で，政府のこうした対応に対して，日

本政府の責任の明確化と補償を求める動きが各

地でおこった。

　日本と韓国の間では，2015年の日韓外
がい
相
しょう
会談

で，韓国政府が設立する財団へ日本政府が資金

を拠
きょ
出
しゅつ
することなどによって，日韓両政府が慰

安婦問題について「最終的かつ不
ふ
可
か
逆
ぎゃく
的に解決」

することで合意した。

個人に対する戦後補償

qポツダム会談の3国首脳
左からチャーチル，トルーマン，ス
ターリン。

q1945年9月2日のミズーリ号での降伏文書の調印式 q敗戦の日の皇
こう

居
きょ

前広場

qさまざまな戦後補償の問題
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日本軍に虐殺された住民
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